


































































































































































































































































































































































































































　　　　　　　　　　　　　　― 127 (34) ―
　　　流入は一切自由となるべきことを法文上にも宣言したものであった。前掲
　　　書, 117頁。他に，奥村宏『外国資本』東洋経済新報社，昭和44年, 122～
　　　4頁も参照。
　3）田中敬一編著『石油ものがたり一モービル石油小史一』モービル石油㈱広
　　　報部，昭和59年，第７章。岡部彰『石油』日本経済評論社，1986年, 115～
　　　26頁。
　4）宮崎義一『日本経済の構造と行動』上，筑摩書房，1985年, 144頁。
　5）藤原一郎『資本自由化と多国籍企業』日本経済新聞社，昭和47年，51頁。
　6）奥村宏著，前掲書，92～94頁，また129～33頁。
　7）通産省企業局編『外資系企業－その実態と影響－』大蔵省印刷局，昭和43
　　　年，17頁。
8）小林義雄『世界企業と日本一資本自由化の実態一』日本関税協会，1968年
　　　も，「この全期間を通じて，外資法の運営によって，経営参加的株式取得に
　　　対しては実際に種々の大きな制限が加えられてきた」と指摘している。20
　　　～22頁参照。
9）前掲書，97～102頁参照。また経団連編『外資導入に関する制度と政策』
　　　1966年も参照。
10）藤原一郎著，前掲書，57頁。
11）菊池敬夫稿「安定株主工作を急ぐ産業界」エコノミスト，1967年５月２日
　　　号，42～45頁。
12）米国ベンディックス社による自動車機器への資本参加のケースがあるが，
　　　これは投資比率を20％にまで高めて持分法の適用による連結ベースでの財
　　　務改善を目的としたもので，本来の意味での買収，合併を狙ったものでは
　　　ない。山一鐙券（株）・山一証券経済研究所『我が国企業の資金調達』商事
　　　法務研究会，昭和52年，82頁。
13）藤原一郎著，前掲書，68～93頁参照。
14）東洋経済新報社編『外資系企業総覧』1986, 1987,1988各年版参照。
　　　　　　　　　　　　　－126（35）－
